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ポス ト冷戦 と世.界経済の融合化
は じ め に
有 賀 敏 之
筆者は先に公表 した論文,「多国籍企業と資本の集積 ・集中の現段階」L}にお
いて,今 日の国際的合併の或るものが,レ.一二ン帝国:}議論段階での国際的寡
占現 象一般 としての 「世界的 トラス ト」に留まらず,.国内における企業合同の
発展形態 として把握 さるべ き,実質 としての企業合同の国際化(「国際 トラス
ト」)に至っている ことを明 らかに した。次いで トラス ト・コ ングロマ リット
の両概念を歴史的制約か ら解放 して論理的に純化 し,コ ンツェルンと併せた寡
占形態の一般理論構築の可能性を示唆 した。ただ紙数の関係 ヒ,原論文のコン
グロマリットの理論的な検討 に関す る叙述 を大幅に縮.小し,焦点を トラス トを
め ぐる考察 に限定 した。さ らに資 本制 の段階規定 としての 「国家独 占資本主
義」 を相対化 して,現 代における資本の集積 ・集中が,産 業資本制段階,「・・
国寡 占」段階(い わゆる 「独 占資本主義」段階)に 続 く,最終 的な 「世界寡
占」段 階にさしかかっていることを論 じた。多国籍企業と称 される巨人寡占体
に主導され る現代の グローバ リゼイションの実態は,諸 々の国家め 「国家独占
資本主義」の相克 ・協調とい う視角から分析 しきれ るものではない ことを示 し
たものである。
続 く 「資本制発展の.r現』段階規定に関ずる一考察一 一国際産業資本の生成




2》 評経済詮 議』 第158S第3号 且995。
ポスト冷戦と世界経済の融合化 〔41)41
の ト.での多国籍企業 を資本範疇の観点か ら包括的に分類 して規定を与え,今 日
の世界資本制が 「国「祭産業資本」 によってキ導されていることを示 した。さら
にこの主体 としての多国籍企業の行動が,他 社の資産の取得から他社 との戦略
的提携へと移行 していることの背景 を明らかにするため,産 業段階の移行の理
論的再検証 を行 った。そ して軽工業段階においては賃金の切 り下げによって,
重化学工業段階には生産規模の拡大 という手法で,い ずれもコス トを低.ドさせ
ることで利潤増大が図 られたのに対 して,今 日の 「情報化産業段階」において
は,独創的な技術 開発によって使用価値それ自体 を引 き.ヒげることを通 じて相
応の利潤の増大が図 られていることを論証 した。企業の行動論理 として.資 産
取得の比重が低下 し,有効な技術交流を目指す国際戦略提携が活発化 している
理 由が,こ れによ り解明された。 ¶
本稿は前二稿 とともに,いわば グローパ リゼイションの政治経済学 としての
三部作 を成 す㌔ レーニ ンの帝国主義論 との対比 では,先 の 「資本制発展 の
r現j段階規定 に関する一考察」の第皿節が,生 産力 に基づ くレーニ ン帝国主
義段階と現代資本制 との根本的異同を示 し,同 じく第{節 が レー ニンの古典的
帝国主義 の標識 中の第1標 識,「経済生活 のなかで決定的役割を演 じている独
占を創 りだ したほどに高度の発展段階に達 した,生 産 と資本の集積」",に相 当
す るものである。第2標 識r銀 行 と産業資本との融合 と,こ の 「金融資本』 を
土台 とす る金融寡頭制 の成立」5,に関 しては,拙 稿 「多 国籍 企業 と資本 の集
積 ・集中の現段階」第皿節にも述べ たとお り,産業資本に対す る銀行資本の優
位ぽ論理的にはデ フレイシ ョンの下での限定的な事態であるか ら,ケ インズ主
義政策による微温的なインフレイシ ョンが慢性化 していた第二次世界大戦 後に
無条件に適用す ることに,筆者は懐疑的である。第4標 識 「国際的な資本家の
3)なお,.連の研究の概括に関しては,拙稿 「世界経済における 「現』段階の再措定」(r龍谷大
学経瀕学論集∠第37巻第1号199力に譲る。
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企業 と資本の集積 ・集 中の現段階」第1節 がそのまま現代 におけるこの問題 を
論 じている。本稿で第3標 識 ・第5標 識の今 日的な再検討を行 ったうえ,さ ら
な る展望.を示す とい う心づ もりである。
百 経済統合 をめ ぐって
経済統合と貿易 ・投資.
IMF・GAIlを 制度上の枠組み とした,戦 後西側 の貿易体制(Amen・
ca皿system)7,は,無差別的な自由貿易の原則 を掲げていたが,現 実に自由貿
.易 に近い関税率が実現されていたのは合衆国市場のみであ り,その意味で虚構
の体系にほかならなか った。同国.市場g西 側 「世界市場」 に占める比重が突出
していたがために,こ の逆説は等 閑視されていたのである。前世紀半ばまでの
英 国同様,圧 倒的な技術および生産性の優位に立 っていた合衆国は,率先 して
自国の関税障壁を引 き ドげることによ り輸 出の増大 を図ったのであった。その
後アメリカは自らの国際競争力の漸次低 下を前に,ケ ネデ ィ政権以降3次,通




5)レ ーニ ン前掲 書.ins-5ページP
7}引Bri重ish5ystem1との対比で 用い ている。 これに 関 して も,「自由貿易帝 国主義 」 〔J.唖Hagh麗
andRRohin馬on,ETheImperiali5m〔,fF陀eTradc■.E印π.Hごs♂.島τ㌧,2ndser.,VoLVI,No、1.
1953〕とい った見解 が提 出され ている ところて ある。ギ ャラハー=ロ ビンソン ・テー ゼは,自 由
貿 易 と帝 国主義り両者 の時期 的不 可分性 と,先 進国(expanding…deny)が未だ植民 地に偏人 さ
れて いない後 進地域 を包摂 す る手法 と して σ,,「非 公式 の帝 国」 伽f・rmalemp正re}の存在 を主
張す る。
8)プ ラザ 含意を経た 今に して考 えれば,1970年代の西 欧製造業 の対合衆 国進出 は,.主に ヴ.Lトナ
ム戦争 に伴 う ドル散 布 による.ア1年以降の禾 貿易赤 字 阻 年時 点で鉤億 ドル超1の 結果 と しての,
フロー ト移行 を挟み70年代 を通 じた米 ドル価値 の下 落に よるものであ ったpさ らには,合 衆 国企
業の技術 的優位のみ か ら説 明されて きた60年代米製 造業の対 西欧進出 も,こ の時 期の米 ドルの過











れるが,.これ による刺激 もあ って高 い成 長率 を示す。や がて,'70年代初めの
基軸通貨 としての ドル価値 の調整局面を経 て西欧側 も逆進出を開始 し,多 国籍
企業の浸透は相互的なもの となった。同様 に80年代央のいっそ うの ドル安化調
整を経て,日 本の多国籍企業 の欧米への進出も活発化 し,今 日でいう世界経済
の三極が姿を現す。国民経済 を基礎としたアメリカン・システムは,合 衆国多
国籍企業 が 自国の国内市場 の規模を活か して一方的優位 にあった間は有効で
あ ったが,こ れが西欧 ・U本の寡占体の多国籍企業化を触.発して後は,こ れら
超国籍企業の規模 との問で矛 盾を生 じ,仕切 りなお しを要するようになる。そ
の主要な支柱であ ったGATTは,製 品の交易を前提としていたため,と うに
産業資本 の国際化による現地生産の一般化 という現実に乗 り越 えられてお 洗
国際経済制度 としての空洞化が始 まっていた。
この時期 までに漸次拡大 していたE℃ は,統 合のいっそうの深化に向けた動
きを再び加速させ,北 米における米加自由貿易協定さ ら.にはメキシコを交えた
NAFTA(94年1月発効)を 誘いなが ら市場統合を実現 し,通貨統合と政治統
合を展望 する欧州連合条約(マ ース トリヒ ト条約}を 調印 ・批准す ることで93
年1月,EUへ と移行 した。 アジア太平洋地域ではオース トうりアの提唱によ
るAPEC(ア ジア太平洋経済協力閣僚会議)が,環 太平洋地域 の経済面での
協議体 として存在す るに留 まるが.こ れを自由貿易地域化 しよ うとす る合衆国
と,米州諸国を排除した,よ り強固な経済共 同体を志向するEAECを 提唱す
るマ レー シアとがせめぎあっている状況である。旧西側.各地域 において経済統
合への機運が高 まってゆ くの と並行 して,旧COMECON〔C∂B)ブロ ック
が動揺 ・解体 し,中東欧諸国はEUと の連携 へ走 り,社会主義体制に留まった
非欧州 の諸国 も近隣との経済関係強化 を迫 られている。 こうして三極を中心と
する各地域が地域的経済統合,「準貿易ブロック」曾)へと傾斜す る...一方で,並 行
して交渉されていた ウルグァイ ・ラウ ンドが妥結 し 〔93年12月),これを機に
g〕'semhradebloにk'lLC.Thumw,H白磁'gH瞬1992(土 屋尚 彦訳 「大接 戦』 講談 社1992
里.117..詑,340-2ページ)。
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多 国間貿易協定 に留 まっていたGATTが,そ の本来 的形態 とい うべ き国際的
貿易機構 としてのWTO(95年1月 発足)に 強化 され る.とい う,一 見矛盾 した
動 きが生 じてい る。..・
WTOは 貿易紛争 を処理す る権限を もってい るが,今 後合衆国の経済的衰退.
の趨勢 に歯止めがかか らなければ,或 る時点 で同国がパ ネル(審 査委員会)の
判定 に対 し態度 を硬化 させ,WTOを 脱退す る とい うシナ リオが考 えられ る。
アメ リカぽ既 に,3回 の不服 をもって脱 退を検 討す る旨の警告 を行 ってい る。
ただ し,こ れ は必ず し も破局(Krise)を意 味 しない。 この場合 には世界 経済
はEu・oを基軸通貨 とす る欧州 と,ド ルに依 る米州をそれぞれ中心 とす る2つ,
ない しはこれ に東 アジアを加 えた3つ の緩や かな貿易 ブ ロックに分かれ,そ れ
ぞれの内部で一段の経済統合が追求され るで あろ う。 この場合で も直接投資 に
基づ いた多 国籍企業 のい っそ うの相 互進出が,ブ ロ ック間の貿易 を代替す ると
考 え られ るので,地 域内部 においては もちろんの こと,.世界的 に も総体 と して.
の経済 的交流が後退す ることには なるまい。 も.つとも合衆 国の国際競争力が保
たれた場合 には,WTO体 制の下で1"堺的にい っそ.うの 自由貿易が追求 されな
が ら,同 時 に各地域 にお ける経 済統 合が進展す るはずで ある。
現地部品調達率の意味
経済統合 に立脚 した今後の世界経 済を考察す るに当た っての最大の眼 目は,
現 地部 品調 達率(localcontent)1u;であ る。 この問題 に関 して は充分 な検 討が
為 され て きた とはいいがたいので,分 析 を付 してお く。直接投資 に基づ く現地
生 産の下で の部 品調達率 は,他 国企業の現地 生産に影響 を与 える因子 として,
製品交易 の場合 の関税率 に相当す る。
」,ダニ ングが提起 した 「海外 直接投 資の折 衷理論」11)の系譜 の議 論 に,「海
10)foreigncontent〔輸 入 調 達 率)の 対 義 語 で あ る 』
11)J.H.Dunning,'Trade,Locaτi〔,nofEconomicActivityendMNE;inR.〔)him,P.He5selb`)m























外直接投 資の ライフ ・サイ クル理論」が在 る。 ここで は合衆国議 会技術評価局
の年次報告2)を基 に紹介 ・検討する。同理論 は,① 多 国籍企業 は子会社設立当
初,中 間財 を輸入す るが,② 現 地における取引関係 ならびに原料 の納 品体 制を
確立す ることで現地市場か ら調達す るよ うにな り,③ 年数が経つにつ れ現地 の
経済 にい っそ う組み込 まれ,現 地調達 の効率性 を認識 して調達 を増や してゆ く,
とす る仮説であ る。だが現 実には80年代半ば以降 の日本の 自動車 産業 に関 して
報 じられ てい るように,組 み立て産業の現地生産 に当たっては部品生産の下請
企業 を伴 って進.出す ることが多いので,部 品調達 を通 じて組み立て工程 ともど
も現地 における雇用 は確保 され るものの,そ れが在来 の現地資本部品 メイカー
の売 り上 げを保証す るとはか ぎらない(第1図 参照)'㌔
上記仮説 の吟味 において も焦点 として現れたよ うに,現 地部品調達 率基準 と
12>U.S、Co㎎ress、OfficeofTechnologyAssessmentMultinationalsandtheUSTechnology
Bare,U.S.(.rnmentPrintingOffice,1994,p.144.
ユ3)実 際 に 同報 告 書 も,海 外 直 接 投 資 に 基 づ く自動 車 生産 施 設 を設 立年 毎 に分 類 し,部 品 納 入 企 業
の 国 別 内 訳 の 統 計 的 実証 を試 み てい る が(p.148),冊年 代 央 以 降 は ア セ ンブ ラ ーが 日本 資 本 の
部 品生 産企 業 か ら調 達 して い る傾 向 が 顕 著 に 現 れ一くい る.こ れ は現 地 に お け る調 達 とい う点 か ら
は上 記 仮 説 を棄 却 す る もの で は な い もの の,そ の 本 来 の想 定 とは大 き く懸 け離 れ た 結 果 で あ る。
に もか か わ らず,本 文 にお い て は この 矛 盾 に つ い て.の言 及 が な い 。
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析を行 う。これには多国籍企業の形態的分類を要するが,先 に拙稿 「資本制発
展の 『現』段階規定に関する.考察」に引用した.合衆国議会技術評価局の年次
報告中の分類は,質的基準と形態的基準がない交ぜになっているうえ,形態面
の分類 も不充分であるので,実 際の分析に先立ち,分析用具を開発 してお く。
次表は同報告の多国籍企業分類を発展させたものであり,当然のことながら表
現ならびにその含意の点で異同を伴 っている。
まず表の注釈を行 う(第1表 参照)。1は単なる輸出企業以上のものであ り,















.分 布1.一 国規 模 2,地 域 規 模 3.世 界 規 模









3a.一国 単 位 世 界 型
(Multi-domeSLi〔=
W。rldwide)














れ も充分な教育水準 と熟練を伴 った労働者を擁 している以上,100%にまで引
き上げて もそれぞれの地域経済圏内部における生産が可能である。ただしその
場合,複 数の填域経済圏にまたがって展開しながら個々の地域経済圏単位で垂
.直的統合生産を行 う多国籍企業,上 記3b型へ と多国籍企業を誘導することに
なる。今後いっそ うの進展が見込まれる経済統合は,1→26→3bとい う経路
の世界的な一般化を促すであろうdま た北米における現状のように70箔程度の




11経 済融合 をめ ぐって
世.界経済の融合化
「経済融合」 は,杉 本昭七氏 によって提 出された概.念であ るユ。。氏 は1980年
代後半 に顕在化 した,い わゆ る 「日米 欧r極 構造」 を分析す るに当た り,三 極
か らそれぞれの周辺諸国にか けての 「垂 直的重層的各国間関係 お よび米 国,日
本,EC中 心 国相互の水 平的相互浸透 的国際関係」 を検 出 した うえで,.「この
ような現在 の世界経 済構造 を分析す るには,こ れ まで行 われて きた(そ して現
在で も主流をな している)ア プローチであ る一国経 済分析 の上 に国際経済関係
を積 み上げ る経 済学 の方法で は不十分であ る。 この場.合従 来の分析方法 は,自
立 した国民経済 を前提 に していた。……そ こでは,先 進工業国 間で の経済の相
互 の 「絡み 合い」 および発 展途上国経 済の先 進工業 国経済への 「包摂」の構造
は軽視 され てい た。」陶 とい う認識 を示 している。 さ らに とりわ けアジア地域 に
関 して,NIEsが よ り低賃金 のASEAN諸 国へ の直接投資 を利用 して迂 回輸
出を してい る現状で は,従 来の 「経 済統合」概念で は十全 な解明 をな しえない
として,こ の 「経済融合」概念 を うち出 したのであ る。杉本氏 は言 う。「日本
経済 は,世 界 の発展途上 国の中で もっ とも活力あ るアジア諸国 との垂直的関係
を利用 す る とい う地理 的優位 の上 で,そ こか らえ られ る優 位 を対 米 国(対 欧
州)企 業 との競争 に生かす 国際構造 を もってい る。 これは世.界経済融合化 とい
う現在 の世界経済 の一般的動向 を示す ものであ ると同時に,.その特殊 なアジア
型で もある。」1%さ らにそ こに作用 す る運動法 則 を看取 し,「地域統 合 と日本
の国際経済 の発展方 向 とを総合 した概念 と して,『世界経 済の融合化』 なる法














ら第.二次 世界大戦中の経緯に関 して周辺諸国民との関係を正常化 しているとは
言い難い。わけても最 も地理的に近 く,所得水準の格差も相対的に小さい韓国
民 との間で,心 理的軋轢が最:も大きいという現状では,統合の経済効果を追求












が先行 し,その結果として徐々に世界経済自体の一体化,融 合化が進行 してゆ
くはずであるL㌦
地域経済圏
「地域経済圏」 とい う概念 は,ヘ ーゲルの シェーマにおけ る媒介項に当た り,
ここで に一国経 済 と究極 的な世界経済融 合をつ な ぐ存在 と して位 置づけ られる。
この概 念 は,世 界経 済の三極.とその周辺 に限 らず,そ れ以外の地域に関 して も
18)杉本氏はこあ展望を,「世界融合」の進展として提示している(杉本前掲書21ペー ジ)。 、ー
50(50).第159巻 第1レ.2号
用い ることがで きる。.EUのよ うに統合が市場統合 を越 えて徹底 した場合 には,
財政 を捨象 した経済活動の場 としては一体化 してい るので,こ れ をさ らに一つ
の単位 と しての 「統合化経済」 と再規 定す る必要 もでて こよう。
これ に関連 して,先 にふれた 「準貿易 ブロ ック」概 念の提唱者で ある.Lサ.
ローは,次 の ように述べ ている。「こ うした システ ムを 『準貿易 ブ ロック』 と
呼 んで いるのは,1930年代の排他的なブロ ック経済 と区別す るためだ。1990年
代 の準貿易 ブロ ックは貿易の管理化を進めるが,1930年代 の貿易 ブロ ックの よ
うに貿 易を縮小 した り排 除 した りす るもので はない。」19「実際,今 後50間 の
世界貿易 の伸 びは,過 去50年間の(貿 易の)成 長を上 回る速度で進む可能性が
大 きい。 ブロ ック内の貿易 自由化は,ブ ロ ック化による貿易 の減少 を帳消 しに
して なお余 りあ るほどの成 長を もた らす だ ろう」巨の。執筆 時点で の状況把 握 と
して卓抜で ある と考 えるが,驚 いた ことに直接投資 への言及が見 当た らない。
世界市場 の レヴェルで は,各 地域経済圏の内部において,確 か にサ同断の云 う
ように貿易がい っそ う喚起 され,市 場 を通 じた経済関係 が深化す るで あろう.。
だが地域経 済圏相 互の関係,世 界経済の レヴ、エルでみた場合 には,多 国籍企業
の直接投資 が貿 易を大幅 に代替す ることに よって,貿 易額の減少 に見 合 う形で
投資額が増大 して,経 済関係の後退 にはつなが らないので ある。 「国際組み立
て産業資本」が,地 域経済圏相互 の関税障壁 を資本移動によ って 自在 に超 えて
全世界 を一体の もの として行 う活動,こ れが今後当面の世界経 済のイメージで






2])南 克 巳 「アメ リカ資 本主義 の歴史 的段階一一 戦後=「冷 戦1体 制 め性格規定一 」 『.セ地制度
史学」第47号.19701-30ページ,同 「戦後資本 主義世 界再編の基本的性格一一 アメリカの対 内/
ポスト冷戦と世界経済の融合化.(51)51
七氏 の問題提起謝 を肯 定 し,「…… レ一二.ン『帝 国主義』 の普遍妥 当性 の100
パーセ ン トの承認 に立 ちつつ,さ らに一歩 を進 めて,そ れ を 「帝国主義戦争」
(レー ニ ンの時代 の 『歴史.罵具 体 的な』 中心課 題……)の 体系 と して歴 史的に
限定 し,そ れ をほか ならぬ 「現代」 の体系 へ と包摂 してゆ くうえでの,そ のま
さに新た な歴史=段 階的な立脚点・・.…・を,明 示」鋤 す るとい う,基 本的な立場
を示す。 その うえで方法論的 には,山 田盛太郎氏 の戦後 の業績で ある 『再生産
過程 表式分析序論』(1947)において展 開された,日 本経済 における軍需生産
部 門の分析手法 をアメ リカの政府 統計 に適用 し,合 衆 国の再生産構造 において
「……新 たな科学=技 術上の達成(核 とエ レク トロニ クスを大宗 とし,そ れに
新鋭科学 一素材部 門を併せた原子一電 子一宇宙 産業 の体系)を 在来一重化学工
業の系統か ら区別 し,そ れ をマ ルクス再生産論 の基礎範疇1,Hに 準拠 しつつ,
あえてIs部 門一体系 として分離一抽出」鋤 した。 これ を基礎 に,こ の 工B部
門の アメ リカによる独 占が,「在来 の 『資本主義的独 占』 とは次元を異 にす る,
いわ ば.『体制的 な独 占』 の形成」Z'〕を果た してお り,「レーニ ンの段階 とは区別
..'され る戦後段 階」劉 を画 してい ることか ら
,戦 後期 を 「冷戦帝国主義」 と規定
す る とす るのであ る。...
両氏 の所説 に関 しては,現 代 における経済 の軍事化の実態 を実証 したIB部
門検 出の意義 は高 く評価 され るべ きで ある し,レ ー ニ ンの言説か ら歴史的な前
提抜 きで演繹 ・上向す ることを旨 としていた当時の圧倒的多数の現代 帝国主義
論 とは.一線 を画す る水準 の研究で ある とい える。その反面私 には,氏 の言 う意
味で の 「冷戦帝国主義」 が,果 た して氏が主張す るよ うに レーニ ン帝国主義論







































延長上に成立 しうると考えるが,そ れは南氏の云 うような一面的な適用であっ
2ア)南前褌論文 「戦後資本主甕世界再瀟の基本的性格」61ページ。
ポスト冷戦と世界経済の融合化





あった駄 氏 は述べた。「現代において も,独占,.金融資本が世界経済の支配
主体であるという意味では両者は同一である。しか しながら,相違は,金融資






場 としての歴史的諸条件における質的相違,現 代帝国主義分析に際 してはこの

































集積 ・集中の水準。②過剰資本の回路 としての銀行資本の役割,産 業資本 と銀.蛮
行資本相互の関係。(3)経済の相互関係に占める,商品輸出と資本輸出の位置。
(4>提携 ・合同等の,寡 占体の国際的相互関係。㈲世界.市場 ・世界経済分割の様
相。そしてこうして一般化を施 してみたとき,レ ーニンの挙げた標識の総体が,・
31)そ もそも農 業部門 を社 会字義 化す るとい う発想 自体が,本 来の ボリシェヴ ィキには存在 しな
か っなのである。 レーニ ンは 「理論 的な見地か らすれば,… …わが国の革命がある程度 ブルジ ョ
ア革命で あった」 と.こ の ことを認めて いる(レ 一 言γ卑 幕 大 月書店 第32巻522ペー ジ)。革
命政権 は国営 化 され た既存 の大⊥ 業 〔「社会主 義」 経済形 態〕を維持 しつつ,優 勢 な農工商 の
「小商品生産」 〔小経 営〕・「私経営的資本主義 」の両 ウクラ一 団と対 抗す るた め,国 家 のイニシ
アテ ィヴの下で契約 に基づ いた一定の資本制的譲歩 を行い,「国家資本 聖義」 とい う新たな ウク
ラー ドを拡大 しつつ,西 欧なか んず くドイツにお ける革命を待つ とい うのが基本的戦略であ った
(レ」ニ ン全 集 篤32巻356-7,372-6,521-5ペー ジ参 照).農業集 「司化 は スター1,ン的偏 向で
あ ったが,こ れが前後 して始 まった五箇年計画体制の財政的基礎 とな ってその原資を もたら し,
1二業化の奇跡を生んだ こと もまた事実であ る。その成功はス ター リンに絶大な威信 を与え,後 の





に当たってのポイン トを網羅していることに,驚 きを禁 じえないのである。彼
の政治的実践と理論的貢献に対する評価は分けて考えねばならない。
以上を基に,レーニンによる本来的な国家独占資本主義の規定跡をも踏まえ.,
冷戦 ドの米ソ両国を 「冷戦期帝国主義」 と規定する。標識を列挙しよう。①重
化学工業段階における生産と資本の集積 ・集中に基づ く西側寡占体の発展 と,
その多国籍企業化。旧ソ連邦における国営重工業部門の持続的規摸拡大。②戦














32)「 ところで,国 家 とは なにか。 それ は,支 配階級 の組織で あ り…… ドイ ツの プ レハーノ フら
…・が 「戦時社 会主義」 と名づ けてい るもの は,実 際には戦時国家独 占資本主義であ り,も っと
簡単,明 瞭 にいえば,労 働者 にたいす る軍事的苦 役,資 本家 の利潤 にたいす る軍事 的保護であ
る。」(レ ・ーニ ン全集 第25巻384.5ページ)。
33)なお.レ ーニ ン帝 国t義 論 の五標識 を改督す ることに より現代 世.界経 済を包括 的に把握せん と







① 「世界寡占」化に伴う多国籍企業へのいっそうの生産 と資本の集積 ・集中。
加えて 「情報化産業段階」への移行 に伴 う寡占体の対応。② 「世界寡占」下の
「国際産業資本」としての大規模多国籍企業の直接金融による世界的資金調達
と,母国銀行資本からの自立。③直接投資に基づ く現地生産の深化による,商
品輸出のいっ.そうの代替。④基調 としての,多国籍企業相互の関係の戦略提携
化。経済統合に伴 う,当初における地域経済圏内部での国境を越えた企業合併。
⑤地域経済統合のいっそうの進行。その結果としての,一一定の現地部品調達率
の下での現地生産の深化に伴 う,世.界市場 ・世界経済の三極への緩やかな分割。
(1995年9月27日稿)
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